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５． 事業事前計画表 

 

1. 案件名 
ベトナム社会主義共和国  海岸保全林植林計画 
 

2. 要請の背景（協力の必要性･位置付け） 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム国」という。）は、森林資源に恵まれ

た国であったが、長期にわたる戦火や人口の急激な増加による農地開発及び林産加

工業の振興等による森林伐採により、1945 年には 1,430 万 ha であった森林面積は、

1995 年時点では 930 万 ha にまで減少した。このような森林の減少は、持続的な木

材生産機能の低下はもとより、雨季における洪水の多発や山地からの大量の土砂流

出、海岸砂地での強風による飛砂、潮害の発生等森林の国土保全機能の低下による

被害を各地にもたらしている。こうした状況を踏まえ、ベトナム国政府は、1997
年国会決議により、「500 万 ha 森林造成国家計画（5MHRP）」を採択し、2010 年ま

でに 1,430 万 ha への森林回復を目指すこととし、積極的に森林保全や植林に取組ん

でいる。中でも海岸保全林については、10 万 ha を緊急に造林する必要があるとさ

れている。 
南北に長い海岸線を有するベトナム国において、中南部の海岸地域は砂地の海岸

が連続しており、モンスーンや台風襲来時等には強風や飛砂が農作物やインフラ施

設に被害を及ぼし、地域住民の生活に深刻な影響を与えている。このような状況を

改善するため、ベトナム国政府は、同海岸地域における植林事業への協力を日本に

要請し、無償資金協力「中南部海岸保全林植林計画（以下、「PACSA」という。）」

が開始された。PACSA では、クァンナム省及びフーエン省の 3,652.88 ha（うち実植

栽面積 3,167.11 ha）の海岸保全林が造成され、2005 年 4 月に完工している。 
ベトナム国は PACSA をモデルとした海岸保全林の造成を推進しつつあるが、

PACSA では風衝地や流砂地といった植栽困難地に類する土地への植林を行わなか

ったことから、これらの土地における植林を進めることは困難な状況にある。ベト

ナム国中南部には、同様の植栽困難地が数多く残されており、強風や飛砂による被

害が依然として頻発する状態となっている。 
以上の経緯を踏まえ、ベトナム国政府は、技術的困難地を多く含むクァンナム省、

クァンガイ省、ビンディン省、カインホア省への海岸保全林 9,480 ha の造成につい

て無償植林協力の要請を行い、併せて上記 5MHRP の推進を図ることとした。 
 

3. プロジェクト全体計画概要 
(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

ベトナム国中南部の上記 3 省の海岸域において、飛砂、強風、砂の移動等による

農漁村への被害が軽減する。 
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《裨益対象の範囲及び規模について》 
クァンナム省タンビン県の 3 村住民    20,985 人 
クァンガイ省ドゥックフォー県の 5 村住民   37,283 人 
ビンディン省フーミィ県及びフーカット県の 6 村住民  60,904 人 
計      119,172 人 

(2) プロジェクト全体計画の成果 
ベトナム国中南部の上記 3 省の海岸域において、飛砂、強風、砂の移動等を防止

する保全林が整備される。 
(3) プロジェクト全体計画の主要活動 
①  仮設物（作業道・仮設苗畑等）を整備する。 
②  優良苗木を調達（購入・生産）する。 
③  植栽付帯工（飛砂や冠水被害への対策工）を設置する。 
④  優良苗木を用いて植栽する。 
⑤  植栽木を保育する。 
⑥  住民主体による保全林の巡回・警備を実施する。 
⑦  監視塔を設置する。 
⑧  プロジェクト紹介看板を設置する。 

(4) 投入（インプット） 
①  日本側： 無償資金協力 10.92 億円 
②  相手国側 
（ア） 必要な人員 
（イ） 電線やアクセス道路の整備 
（ウ） 保全林の維持管理及びプロジェクトの運営・維持管理に係る経費 

(5) 実施体制 
実施機関： クァンナム省農業地方開発部、 
  クァンガイ省農業地方開発部、 
  ビンディン省農業地方開発部 
主管官庁： 農業地方開発省 
 

4. 無償資金協力案件の内容 
(1) サイト 

ベトナム国中南部の 3 省 4 県 14 村 22 林班 
 クァンナム省タンビン県の 3 村 8 林班、 
 クァンガイ省ドゥックフォー県の 5 村 6 林班、 
 ビンディン省フーミィ県の 4 村 6 林班及びフーカット県の 2 村 2 林班） 

(2) 概要 
① 対象林班内において保全林の造成や維持管理に用いる仮設物（作業道・苗畑等）

の造成。 
② 対象林班内及び周辺において維持管理に用いる施設（監視塔・看板等）の設置。
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③ 対象林班内において海岸保全林の造成。 
(3) 相手国側負担事項 
① 保全林造成用地の確保。 
② 保全林の維持管理担当者（地域住民・組織等）の確保。 
③ 対象林班へのアクセス道路の建設。 
④ 苗畑関連施設への電力の引き込み 
⑤ 病害虫対策 
⑥ 監視塔やプロジェクト紹介看板の維持修繕 
⑦ 保全林の維持管理 

(4) 概算事業費 
概算事業費： 11.69 億円（無償資金協力 10.92 億円、ベトナム国側負担 0.77 億円）

(5) 工期 
詳細設計・入札期間を含め約 63.0 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
① 地域住民が植林工事に参加できるよう、高度な技術・技量を要しない設計とし

た。 
② 地域住民が積極的に保全林の維持管理に参加できるよう、可能な限り要望を取

り入れた設計（樹種選定等）とした。 
③ 技術的難易度の低い植栽地に関しては、生態的多様性を確保すべく、混交林を

造成する計画とした。 
④ ウミガメの産卵場所を確保するため、前砂丘より海側での工事や工事車輌の通

行を行わない設計とした。 
 

5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 
① 大型台風や異常乾燥等の異常気象が発生しない。 

 
6. 過去の類似案件からの教訓の活用 
① PACSA で造成した保全林は、高い生存率を維持（平均生存率 81 % 2006 年 1

月時点）しているが、樹高成長は期待値よりも低い状態（平均樹高 2 m を超え

る林分は全体の約 40 %）にある。本案件では、防風効果の高い（すなわち樹高

の高い）海岸保全林となるよう、植栽方法（樹種選定、混植、肥料や土壌改良

剤の質と量等）に改善を加えた。 
② PACSA の協力対象事業実施中において、軽微ながら山火事や家畜による食害等

の被害があったことから、本案件では、相手国側の負担において植栽工事開始

前に保全林の維持管理体制を確立させ、住民主体による保全林の巡回・警備が

より確実に実施されるようにした。 
③ 同様に、保全林の巡回・警備を強化する目的で、監視塔の設置を新たに導入し

た。 
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7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 
① 造成された海岸保全林の面積 

項目 2006 年 
（実施前） 

無償資金協力 
実施 1 年後 

造成された海岸保全林（平均樹高 1 m
以上）の面積 

0 ha 2,000 ha 以上 

② 強風や飛砂被害を受けた海岸砂地周辺住民（世帯数）の割合 
海岸砂地周辺における飛砂や強風の被害の実態を記述した統計資料は現地に存

在しないため、住民アンケートを実施し、被害の実態及び森林造成による被害の軽

減を把握する。 

項目 2006 年 
（実施前） 

無償資金協力 
実施 5 年後 

強風被害を受けた世帯数（割合） 386 / 446 世帯 
86.5 % 減少 

飛砂被害を受けた世帯数（割合） 307 / 446 世帯 
68.8 % 減少 

(2) その他の成果指標 
なし。 

(3) 評価のタイミング 
プロジェクト全体計画の期間は都合 25 年間であるため、事後評価は現実的では

ない。プロジェクトの効果を測るのに適切な時期として、以下のように評価のタイ

ミングを設定する。 
① 無償資金協力実施 1 年後（2013 年）。 
② 無償資金協力実施後 5 年以降（2017 年以降）。 
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６． 参考資料／入手資料リスト 
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